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第３章　障がい者計画の進捗状況 

 

 

大項目
目指す

まち
具体的施策

１　啓発

◆自治会など人権啓発研修会

◆広報、ホームページ、メール、障がい者マップ

◆障がい者週間の行事の実施

◆障がい者スポーツ大会

◆地域交流の場等を活用

◆高齢者施設関係職員への啓発、介護支援専門員
との連携

◆医療機関関係者への啓発

◆障がい者支援施設等で職場体験

◆ピアサポート

◆福祉体験

２　地域生活支援

◇多様な障害種別、関係者が抱える個々のケースに
あった支援体制づくり

◆地域自立支援協議会の充実・機能向上

◇地域をよく知っている方との密な連携、さらには相談支
援事業所等関係機関につなぐ体制づくり

◆民生・児童委員等、地域をよく知っている方との密
な連携

◇サービスが必要にも関わらず、つながっていない方や
家族等の支援が得られない方に対する支援

◆ふれあい訪問、出張相談を活用したアウトリーチ支
援

◇障害種別によってサービスの質が異ならないような支
援

◆高次脳機能障がいや発達障がいのある方に対す
る支援

◇住宅入居等支援事業 や成年後見制度利用支援事業
の活用

◆住宅入居等支援事業や成年後見制度利用支援事
業

◇発達障害を早期に発見し療育につなげていく
◆療育支援体制の充実、５歳児健診、教育・発達サ
ポート室、あすなろ

◇障がい者本人だけでなく、その家族等の支援者に対
する相談支援

◆出張相談等相談窓口支援の充実、ほほえみ、教
育・発達サポート室、日中一時支援

◇関係機関で情報を共有化し、きめ細かな連携を図る ◆サービス提供事業者のネットワーク

◇基幹相談支援センターの設置
◆地域自立支援協議会の協力を得ながら、設置に向
けた体制構築

◇相談支援専門員の確保 ◆計画相談支援の体制整備

◇地域移行支援、地域定着支援の認知度 ◆丁寧な情報提供による周知・利用促進

地域課題等

障害の有無に関わらず、誰もが理解し相互に支え合う共生のまち

◇障がい者への配慮等について協力を得るための人権啓発
活動

◇創意工夫のある広報手段を活用した効率的・効果的な啓
発・広報

◇障がい者週間の行事の実施等を通じた共生社会の理念の
普及

◇障がい者に接することができるイベントで交流促進

◇障がいのある児童が同年代の児童と交流

◇障害の特性を充分に理解した人材確保

◇高齢の障がい者に対する支援

◇障がい者に対する医療的支援の充実

◇行政職員や地域住民の障がい者支援施設等で職場体験

◇障がい者自らの啓発

◇福祉教育の充実

障害の有無に関わらず、利用者本位の考え方の元、地域社会で安心して暮らせるまち

①相談支援体制の充実
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大項目
目指す

まち
具体的施策

２　地域生活支援

◇ライフステージや心身の状態、障がいのある方の特性
に応じたサービス提供

◆介護や医療、教育従事者との連携、地域自立支援
協議会の充実・機能向上

◇障がい者個々の状態や生活環境にあったケアマネジ
メント

◆相談支援専門員の技術の向上

◇介護支援専門員 との連携 ◆介護支援専門員との連携

◇事業所の確保及び人員確保 ◆福祉・介護人材の処遇改善事業

◇住み慣れた地域での自立した生活の実現と暮らしの
確保

◆グループホームの整備

◇地域生活支援拠点の整備
◆大川障害保健福祉圏域における、計画期間内での
整備を検討

◇低所得者に対してのサービス提供について配慮

◇金銭的な支援は必要な額を確実に提供されるよう、継
続して国県に要望

◆重度心身障害者医療費助成

◇公共交通機関で外出しやすいような制度 ◆精神障がい者の割引制度

◇工賃増額に向けた支援
◆就労支援モデル事業実施、情報提供、就労支援部
会

◇難病患者の医療費助成 ◆関係機関と連携した情報提供

◇障がい者が公共交通機関で外出しやすいような制度 ◆関係機関と外出しやすくなる制度づくりの検討

◇災害時要援護者の早期避難が可能な体制整備
◆災害時要援護者登録、個別避難計画策定について
の検討、メール配信

◇個人情報保護に配慮しながら地域が一体となった防
災体制整備の充実

◆民生・児童委員等、地域をよく知っている方との密
な連携

◇障がい者の災害時の安全確保
◆サービス事業所に対する、防災計画の作成や防災
訓練の実施、施設や設備の安全点検

◇日常生活自立支援事業 や成年後見制度等、権利を
擁護する事業の推進

◆日常生活自立支援事業や成年後見制度

◇消費者トラブルの防止
◆民生・児童委員等、地域をよく知っている方との密
な連携

◇虐待の早期発見や防止に向けた連絡連携体制
◆民生・児童委員等、地域をよく知っている方との密
な連携

◇障がい者が巻き込まれる交通事故 ◆交通安全教育の実施

◇社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社
会参加の支援

◆移動支援事業等

◇視覚障がい者団体等が参加する会合や活動の支援 ◆ガイドヘルパーの派遣

◇主体的な文化・芸術活動の参加
◆文化・芸術活動への参加機会の拡大、活動成果の
発表の場づくりの支援

◇障がい者の生活・活動の場の拡充
◆障がいのある方とない方との交流の場としてスポー
ツに親しむことができる機会の創出

地域課題等

障害の有無に関わらず、利用者本位の考え方の元、地域社会で安心して暮らせるまち

②障害福祉サービスの充実

③経済的支援

④安全・安心

⑤社会参加
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大項目
目指す

まち
具体的施策

３　地域資源開発

◇障がい者同士が気軽に集まり、楽しく過ごすことができ
る場の確保

◆地域活動支援センター、地域交流の場等日中活動
の場の充実

◇放課後や夏休み等の障がいのある児童の居場所の
確保

◆地域活動支援センター、地域交流の場等日中活動
の場の充実

◇地域移行前に訓練を兼ねた体験宿泊ができるよう体
制整備

◆グループホーム・ケアホームの体験利用

◇制度では完全に支援しきれない面を身近な地域が支
援

◆ボランティアセンター、たけのこ教室等各種団体

◇ボランティア活動やＮＰＯ活動の役割や持ち味を充分
活かせるような連携

◆福祉関係団体やボランティアセンター等との連携

◇サービス利用時の送迎 ◆障がい者施設の送迎ネットワークについて検討

◇段差解消や障がい者トイレ設置等のユニバーサルデ
ザイン化

◆ユニバーサルデザイン化

◇利用しやすい施設設備の情報提供

◇効果的な情報提供体制の充実 ◆インターネットの活用

◇障がい者や支援者へ情報が行き届くような体制づくり
◆手話通訳者や要約筆記者によるコミュニケーション
支援、声の広報発行

◇障がい者が使いやすい情報通信機器の設置 ◆視覚障がい者情報支援機器の設置

◇車椅子でも外出しやすい環境整備

◇共同生活援助（グループホーム）や共同生活介護（ケ
アホーム）の設置促進

◆グループホームやケアホームの設置促進

◇居住支援の充実 ◆住宅入居等支援事業

◇暮らしやすい住宅の整備

◆施設、グループホームについては支援の在り方に
ついて研究、在宅の障がい者に対しては、住宅改修
事業等の活用

４　就労

◇生産活動、職場体験の提供、必要な訓練、求職活動
に関する支援

◆就労移行支援

◇就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓
練の実施

◆就労継続支援事業、地域活動支援センター

◇市役所での職場実習機会の提供 ◆市役所での職場実習

◇工賃増額に向けた支援 ◆就労支援事業実施及び情報提供

◇福祉施設の受注機会の拡大 ◆就労支援事業実施及び情報提供

障害の有無に関わらず、地域で活動でき、ユニバーサルデザインに配慮したまち

①地域の資源

②住環境

障害の有無に関わらず、就労を通じた社会参加ができるまち

地域課題等

①就労訓練の充実
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大項目
目指す

まち
具体的施策

４　就労

◇地域自立支援協議会を活用し、地域の課題について
情報を共有

◆地域自立支援協議会の充実・機能向上、障がい者
就業・生活支援センター

◇障がい者の一般就労や雇用支援策に関する理解の
促進

◆地域自立支援協議会の充実・機能向上、障がい者
就業・生活支援センター

◇就業と生活の一体的支援を行うジョブコーチの利用促
進

◇市役所における障がい者雇用率
◆計画的な採用、短時間労働等の雇用形態、職域の
拡大、精神障がい者雇用の促進

５　教育

◆療育支援体制の充実、５歳児健診、教育・発達サ
ポート室、あすなろ

◆相談支援事業

◆特別支援教育支援員

◆職場実習

◆地域自立支援協議会の充実・機能向上

◆発達障害に関する啓発

６　保健・医療

◆精神障がいにも対応した地域包括システムの構築

◆特定健康診査や後期高齢者医療健康診査の周知

◆介護保険制度による介護予防事業等

◆こころの健康について知識の普及、相談サービス
等の情報提供

◇障がい者を理解して受け入れする医療機関の充実

◇精神障がい者が気軽に相談し、安定した暮らしがで
きるような体制整備

②一般就労

障害の有無にかかわらず、一人ひとりにあった教育支援に配慮したまち

◇発達障害を早期に発見し療育につなげていく体制の
充実

◇子どもひとりひとりのニーズに応じた適切な支援

◇障がいのある児童と障がいのない児童との相互理
解

地域課題等

障害の有無に関わらず、就労を通じた社会参加ができるまち

◇保育所や放課後児童クラブ等の障がい児の受け入
れ

◇適切な教育を行うことができる体制づくり

◇生活習慣の改善により、障害の原因となる疾病の予
防・治療を図る

◇健康診査の受診

◇高齢者の生活機能の低下予防

◇社会的なストレス要因の増加

◇職業能力の向上を図り、就労に向けた切れ目のな
い支援

◇福祉と教育の連携

◇障がい者に対する理解と認識を深めるための指導
を推進

障害の有無に関わらず、保健・医療サービスが受けられ疾病の予防・早期発見・治療ができるまち



25 

第３期障がい者計画に記載されている項目に対して、実施状況にはこれまでの計画期間中

の代表的な一例をあげており、中には今後継続して検討が必要なものもあります。 

計画に対して具体的な取り組みのできなかった「障害の特性を充分に理解した人材確保」

「低所得者に対してのサービス提供について配慮」「利用しやすい施設設備の情報提供」

「車椅子でも外出しやすい環境整備」「就業と生活の一体的支援を行うジョブコーチの利用

促進」「障がいのある児童と障がいのない児童との相互理解」「保育所や放課後児童クラブ

等の障がい児の受け入れ」「障がい者を理解して受け入れする医療機関の充実」「生活習慣

の改善により、障害の原因となる疾病の予防・治療を図る」については、本計画において、

推進方策を検討する必要があります。  


